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1. はじめに 

2003 年度に高等学校で普通教科「情報」が必

修化されてから、高等教育機関では拡大した習

熟度の格差への対応に追われてきた。必修化か

ら 8 年が経過し、2013 年度からは新学習指導要

領が実施されるなど、教科として導入期を抜け、

成長期に入った「情報」の教育内容や課題を明

らかにする。 

 

2. 研究の目的 

高等教育機関の情報基礎教育における習熟度

の格差に対応した教育方法として、筆者らは教

科「情報」必修化以前から学習者の内面に注目

した自信度増加授業モデルを提案してきた。 

2009 年の調査から、教科「情報」担当教員の

多くが、個々の考えを持って授業を実施してい

ることが伺えた。そして、高等学校の情報教育

と大学の情報基礎教育との連携を考えた場合、

現在の定着してきた個々の教員の教育方針や意

識について、全国的な調査が必要であると考え

た。 

本研究では、担当教員の教科「情報」に対す

る位置付けや姿勢、大学への要望などに関する

全国的な傾向と分析結果について報告する。 

 

3. アンケート調査概要 

3.1. 調査項目 

アンケート調査は、教科「情報」の実施環境、

教育内容、担当教員の意識について、以下の項

目を設定した。 

・ 情報 A,B,Cの選択と実施年度 

・ 担当教員の負担 

・ 教科「情報」の位置付け 

・ 教育方針と教育内容 

・ 教員または生徒の大学との連携 

・ 教科書の使用状況 

3.2. 調査方法 

調査は全国の普通科を設置する公立高校約

3000 校のうち、各都道府県から同じ比率で無作

為に抽出した計 1500 校を対象とした。調査はア

ンケート冊子を郵送して、回答後に返信しても

らう方法と、WEB サイトに設置したアンケートフ

ォームに回答してもらう方法の２種類を用意し、

どちらからでも回答できるようにした。アンケ

ートの回答は、355 校 390 名から得ることができ

た。 

 

4. 調査結果と考察 

“教科「情報」の位置付け”は、「情報化社

会を生きる上で必要な教科」が最も多く、次い

で順に「パソコンの操作技術を習得する教科」、

「情報技術に関する倫理・モラル教育教科」、

「情報リテラシーを育成する教科」となってい

る。これらは大きく分けて「情報化社会を生き

る力」と「PC 活用の基本技能の習得」と言える。 

“教科「情報」で伝えたいこと”は、「情報

倫理・モラルの習得」が圧倒的に多く、次いで

順に「情報リテラシー教育」、「情報機器の操

作技術」、「情報活用能力の育成」となってい

る。担当教員の多くが生徒の「情報モラル」に

危機感を持ち、情報モラル教育を重点的に行っ

ていると言える。 

“大学の情報教育への要望”は、「専門的な

技術・知識の習得」が圧倒的に多く、次いで順

に「情報モラル・マナー教育」、「実務につな

がる実践的な内容」となっている。担当教員の

多くが大学では高度で専門的な情報教育や仕事

につながる実践的な内容を期待していることが

わかる。 

これらの結果から、現在の情報化社会におい

て、半数の教員が高校生のうちに情報化社会を

生きる力を身に付けるべきだと考え、知識的な

情報教育を行っていることがわかる。一方で、

もう半数は PC の操作技術や活用技術など、大学

で専門的な内容や実践的な内容を学ぶための基

礎を身に付けるべきだと考え操作技術的な情報
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教育を行っていることがわかる。 

現在の高等学校の情報教育は、教員の裁量に

依る部分が多く、知識的な情報教育に力を入れ

ているところと操作技術的な情報教育に力を入

れているところに大別される。現在の大学入学

時点の学生の習熟度の格差は、定着してきた教

科「情報」担当教員の教育方針の方向性の違い

も大きな一因となっていると言える。 

教科「情報」の教科担当に対して感じる負担

の調査では、約 6 割の教員が負担を感じている

（図１）。この割合は 2009 年の調査からほとん

ど変わっておらず、教科担当の慣れによる負担

解消期間は既に終わり、慣れでは解消できない

様々な問題を担当教員が抱えていると言える。 

負担を感じる理由の一つに他教科との兼任が

考えられる。専任と兼任で感じる負担の度合い

を比較した結果を図２に示す。専任と兼任で感

じる負担の度合いの差についてχ2 乗検定を行っ

たところ 1%水準で有意差が見られ、兼任の方が

専任よりも負担を感じていると言える。 

次に、負担を「非常に感じる」と「やや感じ

る」を「負担を感じる」群とし、「全く感じな

い」と「あまり感じない」を「負担を感じない」

群として分析する。 

授業内の実習時間の割合と負担の関係からは、

特に違いは見られない（図１）。 

各群が負担を感じる、または感じない理由を

まとめた結果を図３に示す。“負担を感じない

理由”は、「授業準備の容易さ」が最も多く、

次いで「ポジティブな意識」となっている。

“負担を感じる理由”は、「授業準備の難しさ」

と「専門外の教科」が群を抜いて多く、次いで

「兼任による時間不足」となっている。教科

「情報」は、担当者にとって、講義と実習が混

じりあうため、教材研究が難しく、かつ、負担

の要因も多岐にわたる教科であることが伺える。 

筆者らは、教科担当に負担を感じることで担

当者の教科「情報」に対する意識に違いがある

のではないかと考え、担当者の“教科情報の位

置付け”を分析した（図４）。その結果、10%水

準で有意差が見られ、位置付けに対する考え方

に若干の違いが見られた。 

 

5. おわりに 

本研究では、教科「情報」担当教員の教育方

針や意識について、全国的な傾向や地域格差な

どを調べるために実施した全国アンケート調査

について分析した。 

担当教員の教科「情報」の位置付けや姿勢か

ら、２つの異なった方向性の教育方針に定着し

つつあることが伺えた。このため、これから大

学に入学してくる学生は、教育内容の違いによ

る習熟度の差が顕著になってくるのではないか

と思われる。 

高等教育機関の情報基礎教育が教科「情報」

の教育内容を受けて、効果的に機能するために

は、教科「情報」の教育内容と教育方針が一元

化される必要があると考える。そのためには、

大学の情報基礎教育の情報提供など、全国的な

高大連携による情報交換が必要であると考える。 

 
図２ 専任と兼任の負担の違い 
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図１ 負担と実習時間の関係 
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図３ 負担の有無の理由 
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図４ 負担の有無による教科の位置付けの違い 
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